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●企業集団の営業の概況 
 

(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで) 
 

 当期におけるわが国経済は、輸出環境の改善、経済政策、

金融政策等により緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 当社グループを取り巻く事業環境は、主力である水道用鋳

鉄管類については、消費増税を受けた反動減及び公共工事設

計労務単価改定による発注遅れに加え、工事作業者不足等に

より、厳しい環境となりました。 

 このような環境のなか当社グループは、｢鋳鉄管等コア事業

の収益力強化｣、｢技術競争力の向上」及び「経営環境の変化

に耐えうる財務体力の強化」に取り組んでまいりました。 

 その結果、当期の売上高は、主力である水道用鋳鉄管類の

販売量が減少したこと等により、前期に比べ４億70百万円減

少し、136億４百万円となりました。 

 損益につきましては、子会社で行っているリサイクル事業

が好調に推移したものの、鋳鉄管類の売上高減少影響が大き

く、売上総利益は前期に比べ３億72百万円減少し、27億82百

万円となりました。また、新システム稼働に伴う減価償却費

の増加等により、販売費及び一般管理費が前期に比べ94百万

円増加いたしました。その結果、営業利益は前期に比べ４億

67百万円減少し、８億48百万円となりました。経常利益につ

きましても同様に、前期に比べ４億96百万円減少し、８億82

百万円となりました。 

 当期純利益につきましては、経常利益の減少等により、前

期に比べ２億61百万円減少し、５億66百万円となりました。 
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部門別売上高 
 

部    門 金額(百万円) 構成比(％) 

ダクタイル鋳鉄関連 11,720 86.2

樹脂管・ガス関連 1,883 13.8

合    計 13,604 100.0

 
直前３事業年度の財産及び損益の状況 
 

区    分 
平成23年度
(第108期)

平成24年度
(第109期)

平成25年度
(第110期)

平成26年度
(当 期)

売 上 高(百万円) 14,419 14,274 14,074 13,604

経常利益(百万円) 1,050 1,542 1,378 882

当期純利益(百万円) 619 975 828 566

１株当たり当期純利益(円) 18.82 29.63 25.17 17.22

総 資 産(百万円)  18,151 17,818 18,727 19,402

純 資 産(百万円) 9,751 10,620 11,062 11,724
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●会社の経営の基本方針 
 
 当社は上下水道、ガス、情報通信を中心とした地域インフ

ラ整備に対して、鋳鉄管、鉄蓋、樹脂管及び関連資材の供給

を中心とした事業展開を図っております。しかしながら、公

共事業費縮減のなか、主力の水道用鋳鉄管の分野においても

国内需要の低迷、不安定な販売価格などの事業環境は引き続

き厳しさが予想されます。 

 このような環境のなか、当社は、コア事業の収益力を抜本

的に強化するとともに、技術競争力の向上、さらには財務体

力の強化を図ることにより強固な経営基盤を構築し、継続的

に株主等のステークホルダーの期待に応えることを基本方針

としております。 

 

●対処すべき課題 
 

 当社は、平成26年９月に向こう３年間を展望した中期計画

を策定致しました。この計画において、経営の基本方針を下

記の４項目に具体化し、着実に実施することにより安定的に

収益が確保できる経営基盤を確立していきます。 

 

 ① 鋳鉄管等コア事業の収益力強化 

・適切な販売価格の維持・改善 

・新型耐震管（ＧＸ管）等の原価低減 

 ② 技術競争力の向上 

・新型耐震管（ＧＸ管）拡大に伴う技術競争力の向上 

・ガス用新継手構造の開発及び展開 

・ＥＶＳ鉄蓋（食い込み・ガタツキ防止）の用途・口径

拡大による販売促進 

 ③ 経営環境の変化に耐えうる財務体力の強化 

・利益拡大による自己資本充実と有利子負債削減 

・製品在庫の圧縮等によるフリーキャッシュ・フローの

改善 
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 ④ 安全、品質、コンプライアンス 

・｢もの造り」の基盤である「安全と品質」の確保 

・コンプライアンスの徹底による社会から信頼される会

社 

 

 今後とも株主の皆様の一層のご理解とご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 
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●会社の概況 (平成27年３月31日現在) 

 
主要な事業内容 
(ｲ) 鋳鉄管、樹脂管、鉄蓋、ガス水道設備、機械器具、そ
の他鋳造鋳物の製造並びに販売 

(ﾛ) 上記に関連する工事請負及びその他各種建設工事の設
計、施工並びに請負 

(ﾊ) 倉庫業及び道路貨物運送業 
(ﾆ) 産業廃棄物処理業及び古鉄類（金属、樹脂等）販売業 
(ﾎ) 上記に付帯又は関連する一切の事業 
 

主要な営業所及び工場 
当 社 本  店

本  社
東京都中央区 
埼玉県久喜市 

 支 社 等 東京事務所(東京都中央区） 
北海道支社(札幌市) 
東北支社(仙台市) 
中部支社(名古屋市) 
九州支社(福岡市） 

 工  場 本社・工場(埼玉県久喜市） 
鉄蓋精整工場(埼玉県久喜市） 
ポリエチレン管工場(埼玉県久喜市） 
高崎工場(群馬県佐波郡玉村町） 

 
子会社 日鋳商事株式会社(埼玉県戸田市) 

株式会社鶴見工材センター(神奈川県横浜市） 
日鋳サービス株式会社(神奈川県横浜市） 

 注）利根鉄工株式会社は平成26年４月１日をもって当社に
吸収合併いたしました。 

 
使用人の状況 
 企業集団の使用人数 
 

使用人数 前連結会計年度末比増減

331名 31名増 
 
(注) 使用人数は、当企業集団から他社への出向者を除き、

他社から当企業集団への出向者を含む就業員数であ
ります。 

 当社の使用人数 
 
使用人数（前期末比増減) 平 均 年 齢 平均勤続年数

280名（34名増) 43.1歳 16.7年 
 
(注) 使用人数は、当社から他社への出向者を除き、他社

から当社への出向者を含む就業員数であります。 
 
主要な借入先 
 

借       入       先 借   入   額 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 750百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 550 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 400 
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重要な親会社及び子会社の状況 
 親会社との関係  該当事項はありません。 
 
 重要な子会社の状況  

会   社   名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

日 鋳 商 事 株 式 会 社 28百万円 100.0％
水道・ガス用の資

材の販売 

株式会社鶴見工材センター 50 60.0 倉庫・運送業 

日鋳サービス株式会社 40 100.0 
古鉄販売業、産業

廃棄物処理業 
 
 注) 利根鉄工株式会社は平成26年４月１日をもって当社

に吸収合併いたしました。 
 
 重要な関連会社の状況 

 ＪＦＥスチール株式会社は、当社の議決権を29.2％（9,600

千株）所有しており、当社は同社の重要な関連会社の１社で

あります。またジェイ エフ イーホールディングス株式会社

は、ＪＦＥスチール株式会社の完全親会社であります。 
 

株式の状況 

 発行可能株式総数 128,000,000株

 

 発行済株式の総数 32,930,749株

 

 株主数 3,709名

 

 大株主  

株     主     名 持 株 数 持 株 比 率

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社  9,600千株 29.17％

東 京 瓦 斯 株 式 会 社 3,333 10.13 

松 井 証 券 株 式 会 社 718 2.18 

渡 辺 倉 庫 株 式 会 社 600 1.82 

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 458 1.39 

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 400 1.22 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 374 1.14 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 341 1.04 

株 式 会 社 エ ク シ ブ 274 0.83 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 271 0.83 
 
(注) 持株比率は自己株式（25,733株）を控除して算出し

ております。  
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●連結貸借対照表 (平成27年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 
資   産   の   部 

科        目 金   額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,399,218

2,250,624

4,677,659

3,314,959

447,291

540,280

91,452

141,599

△ 64,647

8,003,066

7,406,832

1,293,061

2,446,671

123,722

3,293,247

232,180

17,950

204,221

163,695

40,525

392,011

120,078

10,657

219,021

22,438

31,072

△ 11,256

資 産 合 計 19,402,285
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(単位：千円) 
 

負   債   の   部 

科        目 金   額 

流 動 負 債 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 金

未 払 費 用

設 備 関 係 支 払 手 形

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

負 の の れ ん

そ の 他

6,549,093

2,644,104

2,645,380

191,730

113,796

506,407

41,684

129,986

133,239

142,763

1,128,718

45,100

251,850

21,421

177,024

65,681

567,641

負 債 合 計 7,677,811

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金

退職給付に係る調整累計額

少数株主持分 

11,358,723

1,855,955

264,817

9,242,938

△ 4,988

176,598

17,672

158,925

189,151

純 資 産 合 計 11,724,473

負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,402,285
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●連結損益計算書 (自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 
(単位：千円) 

 
科       目 金    額 

売 上 高 13,604,199

売 上 原 価 10,821,294

売 上 総 利 益 2,782,905

販売費及び一般管理費 1,934,376

営 業 利 益 848,528

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 84

受 取 配 当 金 1,951

負 の の れ ん 償 却 額 9,771

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 26,095

受 取 保 険 金 9,137

そ の 他 35,432 82,472

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 24,039

災 害 に よ る 損 失 15,481

そ の 他 8,897 48,418

経 常 利 益 882,582

特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損 761

固 定 資 産 除 却 損 8,599 9,361

税金等調整前当期純利益 873,221

法人税、住民税及び事業税 335,682

法人税等還付税額 △ 16,626

法 人 税 等 調 整 額 △ 32,127 286,928

少数株主損益調整前当期純利益 586,292

少 数 株 主 利 益 19,659

当 期 純 利 益 566,633
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●連結株主資本等変動計算書 (自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 
(単位：千円) 

 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

当 期 首 残 高 1,855,955 264,817 8,873,738 △ 4,733 10,989,778

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △ 197,433 ― △ 197,433

当 期 純 利 益 ― ― 566,633 ― 566,633

自己株式の取得 ― ― ― △ 254 △ 254

株主資本以外の項目の連結

会計年度の変動額(純額)
― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 369,200 △ 254 368,945

当 期 末 残 高 1,855,955 264,817 9,242,938 △ 4,988 11,358,723

 

 

 
(単位：千円) 

  

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,119 △ 111,808 △ 100,688 173,492 11,062,582

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 197,433

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 566,633

自己株式の取得 ― ― ― ― △ 254

株主資本以外の項目の連結

会計年度の変動額(純額)
6,552 270,733 277,286 15,659 292,945

連結会計年度中の変動額合計 6,552 270,733 277,286 15,659 661,891

当 期 末 残 高 17,672 158,925 176,598 189,151 11,724,473
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●連結注記表 
 
[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記] 

連結の範囲に関する事項 

 子会社は、全て連結しております。 

 連結子会社の数  ３社 

 連結子会社の名称  日鋳商事株式会社 

 株式会社鶴見工材センター 

 日鋳サービス株式会社 
 
持分法の範囲に関する事項 

1. 持分法を適用した非連結子会社の数 該当事項はありません｡

2. 持分法を適用した関連会社の数 該当事項はありません｡
 
会計処理基準に関する事項 

 資産の評価基準及び評価方法 

 1. 有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定して

おります｡） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

 2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   主として、移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定しております｡） 
 
 固定資産の減価償却の方法 

1. 有形固定資産

(リース資産を除く)

……主に定額法 

ただし、連結子会社については一部を除いて

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物 ２年～50年

  機械装置及び運搬具 ２年～15年

2. 無形固定資産

(リース資産を除く)

……定額法を採用しております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）につい

ては､ 社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

3. リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 
 
 引当金の計上基準 

1. 貸 倒 引 当 金……売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権に

ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

2. 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給

見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を

計上しております。 
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3. 役員退職慰労引当金

 

……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 
 
 収益及び費用の計上基準 

  完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。 
 
その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 1. 退職給付に係る会計処理の方法 

  ①退職給付見込額の期間帰属方法 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によ

っております。 

  ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

   過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の10年による定額法により費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

   未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、

税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計

額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 2. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
 3. 負ののれんの償却に関する事項 

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、

その発生事由により５年間及び20年間で均等償却しております。 
 
会計方針の変更 

｢退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月

17日。以下「退職給付会計基準」という｡）及び「退職給付に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月

17日。以下「退職給付適用指針」という｡）を、退職給付会計基準第

35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法を見直し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期

間について、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決

定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたし

ました。これによる損益及び財政状態に与える影響はありません。 
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[連結貸借対照表に関する注記]  

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

短期借入金750,000千円の担保として、根抵当権限度額（10,000千

円）に供しているものは、次のとおりであります。 

 土地 935,512千円（帳簿価額）

 建物 737,553千円（  〃  ）

 機械装置 2,209,868千円（  〃  ）

 計 3,882,934千円（  〃  ）
 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 21,475,915千円

3. 保証債務 

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行

からの借入保証額 

 15,216千円

 

[連結株主資本等変動計算書に関する注記] 

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 32,930,749株

2. 配当に関する事項 

 (1) 配当支払額  

決 議 
株式の

種 類

配当の

原 資

配 当 金 の

総額（千円)

１ 株 当 た り

配当額（円)
基準日

効 力

発生日

平成26年６月25日 

定 時 株 主 総 会 

普 通

株 式

利 益

剰余金
98,718 3.00

平成26年

３月31日

平成26年

６月26日

平成26年10月28日 

取 締 役 会 

普 通

株 式

利 益

剰余金
98,715 3.00

平成26年

９月30日

平成26年

12月８日

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生

日が翌連結会計年度となるもの 

  ① 配当金の総額 65,810千円

  ② １株当たり配当額 2.00円

  ③ 基準日 平成27年３月31日

  ④ 効力発生日 平成27年６月24日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定して

おります｡ 

 

[金融商品に関する注記] 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、

銀行等金融機関からの借入れにより資金を調達しております。 

 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に

沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式で

あり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

す。 

 借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金 

(長期）であります。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

 平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。((注2）

参照） 
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(単位：千円) 
 

 連結貸借対照表計上額(*) 時 価 (*) 差 額 

(1) 現金及び預金 2,250,624 2,250,624 ―

(2) 受取手形及び売掛金 4,677,659 4,677,659 ―

(3) 投資有価証券 71,104 71,104 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (2,644,104) (2,644,104) ―

(5) 短期借入金 (2,550,000) (2,550,000) ―

(6) 長期借入金 (140,480) (142,109) 1,629

 
(*) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 

 
(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額48,974千円）は、市場性がなく、かつ

将来キャッシュフローを見積ることができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、｢(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

(注3) 連結貸借対照表上で流動負債とされた１年内返済予定の長期借入金 

(95,380千円）は(6) 長期借入金に含んでおります。 

 

[１株当たり情報に関する注記] 

 １株当たり純資産額 350円56銭

 １株当たり当期純利益 17円22銭 

 
(表示数値未満の端数の取り扱いは、切捨てて表示しております｡） 
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●貸借対照表 (平成27年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 
資   産   の   部 

科        目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,254,438

1,257,333

2,413,090

1,968,217

3,255,223

447,291

547,461

74,788

200,000

138,131

△ 47,099

7,507,990

7,088,716

891,635

173,287

2,423,638

10,332

116,846

3,293,247

161,779

17,950

199,256

159,995

39,260

220,017

120,078

76,175

24,363

△ 600

資 産 合 計 17,762,428
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(単位：千円) 
 

負   債   の   部 

科        目 金   額 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 法 人 税 等

関 係 会 社 預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 の の れ ん

そ の 他

6,013,998

1,551,917

560,550

2,550,000

95,380

145,759

160,000

124,102

826,287

1,008,514

45,100

176,026

186,175

21,120

65,681

514,411

負 債 合 計 7,022,512

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

 資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

 利 益 準 備 金

 そ の 他 利 益 剰 余 金

   買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

   別 途 積 立 金

   繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

10,722,243

1,855,955

264,817

264,817

8,606,458

463,988

8,142,469

584,341

5,362,000

2,196,128

△ 4,988

17,672

17,672

純 資 産 合 計 10,739,916

負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,762,428
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●損益計算書 (自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 
(単位：千円) 

 
科       目 金    額 

売 上 高 11,303,187

売 上 原 価 9,073,064

売 上 総 利 益 2,230,123

販売費及び一般管理費 1,574,337

営 業 利 益 655,786

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 1,291

受 取 配 当 金 27,951

負 の の れ ん 償 却 額 9,771

業 務 受 託 手 数 料 7,200

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 55,837

受 取 保 険 金 9,137

そ の 他 26,496 137,685

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 24,505

災 害 に よ る 損 失 15,481

そ の 他 3,847 43,835

経 常 利 益 749,635

特 別 利 益 

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 264,482 264,482

特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損 739

固 定 資 産 除 却 損 8,349 9,088

税引前当期純利益 1,005,029

法人税、住民税及び事業税 254,954

法 人 税 等 還 付 額 △ 16,626

法 人 税 等 調 整 額 △ 9,061 229,266

当 期 純 利 益 775,762
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●株主資本等変動計算書 (自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(単位：千円) 

 

株 主 資 本 

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

買 換 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,855,955 264,817 463,988 557,005 5,362,000 1,645,133

当事業年度中の変動額 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △ 197,433

買 換 資 産 圧 縮 
積立金の取崩し 

― ― ― △ 1,476 ― 1,476

税率変更に伴う 
積 立 金 の 増 加 

― ― ― 28,812 ― △ 28,812

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 775,762

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株 主 資 本 以 外 の 
項目の当事業年度の 
変 動 額 （ 純 額 ) 

― ― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額合計 ― ― ― 27,335 ― 550,994

当 期 末 残 高 1,855,955 264,817 463,988 584,341 5,362,000 2,196,128

 
(単位：千円) 

 

 

株 主 資 本 
評価・換算

差 額 等 純資産

合 計利益剰余金

合 計
自己株式

株 主 資 本

合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金

当期首残高 8,028,128 △ 4,733 10,144,168 11,119 10,155,288

当事業年度中の変動額 

剰余金の配当 △ 197,433 ― △ 197,433 ― △ 197,433

買 換 資 産 圧 縮 
積立金の取崩し 

― ― ― ― ―

税率変更に伴う 
積 立 金 の 増 加 

― ― ― ― ―

当 期 純 利 益 775,762 ― 775,762 ― 775,762

自己株式の取得 ― △ 254 △ 254 ― △ 254

株 主 資 本 以 外 の 
項目の当事業年度の 
変 動 額 （ 純 額 ) 

― ― ― 6,552 6,552

当事業年度中の変動額合計 578,329 △ 254 578,075 6,552 584,627

当 期 末 残 高 8,606,458 △ 4,988 10,722,243 17,672 10,739,916
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個 別 注 記 表 
[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 
資産の評価基準及び評価方法 
 1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
   ①子 会 社 株 式       ……移動平均法による原価法 
   ②その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等
に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定しております｡） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 
 2. たな卸資産の評価基準及び評価方法…移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により
算定しております｡） 

 
固定資産の減価償却の方法 

1. 有形固定資産
(リース資産を除く)

……定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。 

  建物及び構築物 ２年～50年
  機械装置及び運搬具 ２年～15年
2. 無形固定資産

(リース資産を除く)
……定額法を採用しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し
ております。 

3. リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております。 

 
引当金の計上基準 

1. 貸 倒 引 当 金……売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権に
ついては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

2. 賞 与 引 当 金……従業員の賞与支給に充てるため、翌期支給見
込額のうち当期に帰属する額を計上しており
ます。 

3. 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については期間定額基準によってお
ります。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用
処理方法 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の10年による定額法に
より費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の
10年による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。 

4. 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しております。
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収益及び費用の計上基準 
 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗
率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成
基準を適用しております。 

その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 (1) 退職給付に係る会計処理 
    退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務

費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
これらの会計処理の方法と異なっております。 

 (2) 消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用してお

ります。 
 
[貸借対照表に関する注記] 
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

短期借入金750,000千円の担保として、根抵当権限度額（10,000千
円）に供しているものは、次のとおりであります。 

 土地 935,512千円（帳簿価額）
 建物 737,553千円（  〃  ）
 機械及び装置 2,209,868千円（  〃  ）
 計 3,882,934千円（  〃  ） 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 21,045,771千円
3. 保証債務 

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行
からの借入保証額 

 15,216千円

4. 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記した以外で各科目
に含まれているものは次のとおりであります。 

  短期金銭債権 1,398,648千円
  短期金銭債務 50,977千円
 
[損益計算書に関する注記] 
1. 関係会社との取引高 
  営 業 取 引 に よ る 取 引 高
  売 上 高 2,026,662千円
  仕 入 高 208,797千円
  有 償 支 給 高 等 75,402千円
  営業取引以外の取引による取引高 163,584千円
2. 抱合せ株式消滅差益の主な内訳 
  連 結 子 会 社 で あ っ た

利根鉄工株式会社を吸収合併
264,482千円

3. 固定資産除却損の主な内訳 
  建 物 除 却 損 4,638千円
 
[株主資本等変動計算書に関する注記] 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 
  普通株式 25,733株
 
[税効果会計に関する注記] 
 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であ
り、繰延税金負債の発生の主な原因は、買換資産圧縮積立金であり
ます。 
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[関連当事者との取引に関する注記] 
(単位：千円) 

 

種類 会社等の名称 
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 日鋳商事㈱ 所有 
直接 100.0％

製品売上･購入
役員の兼任 

製品売上
資金貸付

2,015,362
400,000

売掛金
短期貸付金

1,368,111
200,000

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、
価格交渉の上で決定しております。 

(注2) 取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高には消費税等を含
めております。 

 
[１株当たり情報に関する注記] 
 １株当たり純資産額 326円39銭
 １株当たり当期純利益 23円58銭
 
(表示数値未満の端数の取り扱いは、切捨てて表示しております。） 
 
[その他の注記] 
企業結合に関する注記 

当社は、平成25年11月28日開催の取締役会において、連結子会社で
ある利根鉄工株式会社を吸収合併することを決議し、吸収合併契約
を締結し、平成26年４月１日付けで吸収合併いたしました。 

1. 利根鉄工株式会社の概要（平成26年３月31日現在） 
  (1) 名称 利根鉄工株式会社 
  (2) 所在地 群馬県佐波郡玉村町大字福島

122番地の１ 
  (3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 飯野 栄樹 
  (4) 事業内容 鋳鉄製品、瓦斯水道用機械器

具の製造仕入並びに販売 
  (5) 資本金 20,000千円 
  (6) 設立年月日 昭和36年11月24日 
  (7) 発行株式数 40,000株 
  (8) 決算期 ３月31日 
  (9) 株主構成 当社 100％ 
  (10) 純資産 296,032千円 
  (11) 総資産 993,521千円 
2. 吸収合併の理由 
  利根鉄工株式会社とは、当社の異形管等の製造会社としてこれま

でも緊密な連携関係を築いてまいりましたが、今後更なる意思決
定の迅速化と組織運営の効率化を図り経営基盤を強化することを
目的として、当該子会社を吸収合併いたしました。 

3. 吸収合併の方式 
  当社を存続会社、利根鉄工株式会社を消滅会社とする吸収合併方

式で、利根鉄工株式会社は解散いたしました。 
4. 実施日（効力発生日） 
  平成26年４月１日 
5. 会計処理の概要 
  ｢企業結合に関する会計基準｣（企業会計基準第21号 平成20年12

月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）
に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 
追加情報 
(法人税率の変更等による影響) 
  ｢所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改

正する法律」が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事
業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27
年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率
は、前事業年度の35.64％から、回収又は支払が見込まれる期間が
平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは32.63％、平
成28年４月１日以降のものについては31.86％にそれぞれ変更され
ております。 

  その結果、繰延税金資産の金額が５百万円、繰延税金負債（繰延
税金資産の金額を控除した金額）が18百万円減少し、当事業年度
に計上された法人税等調整額（貸方）が11百万円、その他有価証
券評価差額金が０百万円それぞれ増加しております。  



〆≠●0 
02_0642501302706.docx 
日本鋳鉄管㈱様 事報 2015/06/05 10:57:00印刷 16/17 
 

― 22 ― 

●役  員 
 

代表取締役社長 笹 田 幹 雄 

常 務 取 締 役 安 田  勉 

取 締 役 清 野 邦 夫 

取 締 役 今 橋 和 彦 

取 締 役 中 根 宏 行 

取 締 役 大 島 健 二 

常 勤 監 査 役 北 原 雄 二 

監 査 役 江 口 忠 夫 

監 査 役 今 井 祥 隆 

 
 (注) 1. 大島健二氏は、社外取締役であります。 

2. 江口忠夫、今井祥隆の両氏は、社外監査役
であります。 

3. 江口忠夫氏は東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員であります。 
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日 

定 時 株 主 総 会 ６月下旬 

配 当 金 受 領 

株 主 確 定 日 

期末配当 ３月31日 

中間配当 ９月30日 

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

同 事 務 連 絡 先 〒168-8507 東京都杉並区和泉2-8-4 

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

電話 0120－288－324（フリーダイヤル) 

  

株主メモ

 


